
【徳田】パネルディスカッションを始めたいと思いま

す。テーマは「知財経営戦略と知財価値評価」です。

パネリストの方をご紹介します。コーディネーターと

して，弁理士で，日本弁理士会知的財産価値評価推進

センターセンター長の丸島儀一様です。次にパネリス

トとして，日本知的財産協会から北尾善一様，東京理

科大学専門職大学院総合科学技術経営研究科知的財産

戦略専攻准教授，鈴木公明様，経済産業省から，経済

産業省経済産業政策局知的財産政策室の前室長由良英

雄様です。

手前の方に参りまして，弁理士で日本弁理士会知的

財産価値評価推進センター副センター長の鶴本祥文

様，弁護士で，日本弁護士連合会知的財産政策推進本

部の長谷川卓也様です。最後に，公認会計士，日本公

認会計士協会経営研究調査会紛争処理会計専門部会部

会長の藤原誉康様です。

【丸島】今日のテーマは「知財経営戦略と知財価値評

価」です。過去の実績に基づく

評価ではなく，むしろ経営に対

してこれから経営戦略が実行で

きるか，あるいは事業計画がそ

のまま実行できるか，この評価

が一番中心になると思います。

そのためにはどういう評価が必

要になるか。経営上，知的財産を資産として活用する

場面もあるかと思いますが，この場合はどちらかとい

うと金銭に換算する評価が必要になる場合もあると思

います。ところが事業を経営しようとするときの一番

大事な事は，経営者が立てた経営戦略が本当にその戦

略上実行できるかどうか，これを評価するのが一番大

事な問題だと思います。テーマは，その点に焦点を当

てて進行したいと思います。

まず知財経営とは何であるか。知的財産政策室の前

室長の由良様からご説明をお願いします。
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【由良】先月まで知的財産政策

室におり，知財経営あるいは知

的資産といったことについて議

論をしていました。

知的財産政策室では，いわゆ

る知的財産の創造，保護，活用

というサイクルのうちの活用の

部分に焦点を当てて議論しています。創造というのは，

研究開発から知財の権利化まで，保護というと権利を

裁判上争ったり，登録をしたりということですが，それ

に比べると知財の活用というところについては，役所

の出番がそんなにない部分です。ただ，企業の皆さんと

議論をしていきますと，結局知財をどうやって活用す

るのか，その活用の方法についてのアイデア，あるい

は活用に向けた取組みが企業の皆さんにとって最大の

関心事ですし，そこを抜いて知財の議論はできないと

いうことです。

具体的に知財の活用は，大きく 2つに分けるとわか

りやすいでしょう。1つは，担保として知財担保の融

資，知財を対象とした投資をするといった対象として

見る見方と，もう 1つは知財そのものを，例えば製品

の中に織り込んでいくといった活用です。いずれの場

合も知財を活用するに当たっては，まずはそれを見え

るようにする，評価をすることが前提となります。そ

れでは知財を見えるようにすることについてどういう

ことをする必要があるのか，見えるようにしたものを

どうやって組み合わせて活用していくか，あるいは見

えるものをどういう手法に乗せて活用するのがいいか

という議論が出てくると思います。

見えるようにすることについては，知財の価値評価

が大きく出てきますが，過去の知財をどう評価するか

だけでは当然企業の経営活用に向けた取り組みとして

十分ではありません。そういう意味で見えるようにす

るということに加えて，それをどう組み合わせて活用

していくかということ，その 2つが大切だろうと思い

ます。

見えるようにすることについては大変たくさんの議

論がございます。前半で議論がありましたように，主

に金銭として評価をすることが大きな取り組みとして

なされております。その部分は恐らく後半のパネルで

はできるだけ置いておいて，金銭以外の評価というと

ころについても深掘りをしたいという趣旨だろうと思

っております。その代表的なものが，金銭価値として

の評価以外の代表的なものが，最終的には株価につな

がるような，経営アナリストの取組み，こういったも

のが 1つ代表的な金銭評価以外の知的資産評価の代表

例として挙げられると思います。

知的財産と知的資産あるいは無形資産の関係につい

て少し説明をしないといけないのですが，企業の持っ

ているいろいろな価値，トータルとしていいますと，

企業価値ということでくくられますが，企業価値の中

に含まれるものとして，一番大きな要素の 1つが，その

会社が持っている知的財産だろうと思います。これは

目に見えないものの中では権利化をされることによっ

て比較的見えやすくなっているから，外部からの評価

がしやすいですし，内部においてもその財産をしっか

り使っていこうということが意識しやすい部分です。

それに加えて，例えば企業の中での商品開発力，顧

客ネットワーク，顧客からのいろいろなメッセージを

取り込む力，そういったところが企業の目に見えない

資産としては大変重要な部分です。そこまで行くと，

最後は人材に行き着くのですが，人材というと，何だ

かわからない話になるので，顧客ネットワーク力や開

発力，そういった概念として位置付けを考えるのがい

いのではと思います。

最近ですと，経済産業省では企業価値という言葉で

大きく 2つの議論をしており，1つがM＆ Aで，い

わゆる外資の資本による企業買収の議論，企業の統合

や買収を考えるときに，その会社の価値は幾らだとい

うのを会社全体としての価値評価，金銭評価をしてい

ますし，金銭評価にとどまらず買収防衛策という議論

をするときは，もともとの経営者が提案をしている企

業価値の向上策と，それから買収側が提示をしている

企業価値のとらえ方とどちらがより株主にとって魅力

的かという金銭にとどまらない相対評価をする場面が

出てきます。こういったものを含めて企業価値ととら

えて議論をしているのが 1つの場面です。それと表裏

の関係として，知的財産を中心とした企業の持ってい

る価値，こういったものを評価をして，企業の経営の

中に活かしていくという側面があります。これが，知

的資産あるいは知的財産経営です。

次に，目に見える形で知的財産なり知的資産を活用

する事例として，経営計画があります。役所の提示を

している仕組みの中でも，事業再生計画を国が認定を

するとか，中小企業の場合ですと，経営革新計画とい

うものをつくって，国や自治体で認定するという仕組

みをこれまでもつくっていますし，公的機関が関与し

ない形としても，大企業であれば中期経営計画をつく
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って株主に提示をする，ベンチャー企業であればビジ

ネスプランをつくって投資家に提示するといった格好

があります。

そういったものを組み立てていく，経営計画を組み

立てていくのが評価の後に当然ついてくるということ

です。そういう組み立てを先の目的として考えた場合

に，企業の知的財産評価は，どういうことをしていく

と使いやすいツールになるのかという議論は翻って考

える必要があり，経済産業省の中で，いろいろな数値

を経営指標として活用することで将来計画，経営計画

を組み立てやすくなるのではということも議論をして

います。

【丸島】ありがとうございました。知財経営といった

ときに，今経産省の方でも知的資産経営あるいは知的

財産経営と両方言葉が使われていますが，知的財産単

独で価値を持つものではない，やはり活用する人ある

いは相手との関係で価値が変わってくる，いわゆる経

営の場面においても経営する人，あるいは相手との関

係で価値観が随分変わってくるということで，本来は

知的資産経営と理解した方が理解しやすいと思いま

す。ただ，あまり幅広い知的資産経営といいますと，

知的財産抜きにしてでも知的資産経営はあり得ること

も事実ですが，今回は知的財産込みの知的資産経営で，

特に知的財産を有効活用するという視点に焦点を当て

ていきたいと思います。

経営で知的財産を活用するというのはどういうこと

なのか。結局事業競争力を高めることだと思います。

誰に対して事業競争力を高めるのか，業界，相手の会

社，あるいは国際的なマーケットにおいて，それぞれ

マーケットを対象にすると誰に対して優位性を持つ

か，これも関係してくる話です。それからもう 1つ大

事なのは，知的財産の特性です。特に特許権の場合は

自分の財産だけでは評価できない，相手の財産に影響

される。しかも実際事業をやるときに，1件や 2件の

特許で事業になっているのではない。業界にもよりま

すが，例えば情報産業の分野ですと，1つの商品をつ

くるのに特許権が数千，そのくらい入っていると見な

いといけない。極端な例は製薬業界の薬，これは数件

かもしれません。その商品の中に自社の知的財産，第三

者の知的財産が混在するわけです。競争力を保とうと

いうのは，自社の知的財産による競争力を増やして他

社の知的財産による攻撃力を減らすということです。

これが競争する原則です。ですから弱みを減らして強

みを増す，これが経営戦略上，非常に大事になってく

ると思います。

今，由良先生のお話で「見える化」ということがあ

りました。戦略上，投資家のために評価していただく，

企業価値を上げて評価していく，これも戦略上大事だ

と思いますが，投資家のために考える前に自分が勝た

ないと結果的には投資家も評価してくれないと私は考

えていて，まず自分が勝つためにどうするかという視

点から考えたいと思います。ただ順序としては，資金

調達のため，投資家のため，資産として活用して次の

事業戦略に活用するという場合もあると思うので，そ

ういう視点からお話を伺ってみたいと思います。

知的財産協会で，企業の中の活動を「見える化」し

ようという研究報告がなされています。これについて

企業の中での知財の役割も含めて，北尾さんからお話

をいただきたいと思います。

【北尾】私は，今年の『知財管

理』誌 3月号に，価値評価をし

ましょう，こんな形で知財 PL

は成り立つのですよ，という投

稿をしました。なぜかというと，

知財経営，すなわち，知財が経

営の中に入っていけばいくほ

ど，例えば特許権の知的財産については研究開発投資

から生まれているので，それを含めた特許保護に基づ

く独占的な利益を得ているわけで，本当に企業として

それを回収できているのかということを経営は尋ねて

くるわけです。はっきりいうと知財経費を何百億も使

っているわけです。でも，無駄なものも沢山ある。費

用対効果はいかにと経営は聞いています。この質問に

もう答えなければいけない時期に来ていると判断した

ので，このような形の表をつくって出してみました。

それが「見える化」に対する要求で，スライドで今出

していただいていますが，こんな形のものから最終的

にはやはり知財の評価指標というものが必要になるだ

ろうと思っています。

条件的には，評価の対象を特許としました。なぜ特

許を選んだかという理由にもなりますが，特許にかか

わる活動が知財，知的財産が使っている経費のほとん

どを占めている，その費用対効果を求めているものだ

ということで，特許を基に知財，知的財産経営指標と

いうのをあらわしました。

知財経営戦略と知財価値評価

Vol. 60 No. 10 － 69 － パテント 2007



一番下の方から始めます。プロセス指標，基礎デー

タがあって，その中から金額でとらえられる指標をと

って知的財産活動指標を編み出して知的財産経営指標

にしました。

知的財産経営指標は，経営の期待につながる最上位

の評価で，知的財産活動を「見える化」して，金額で

あらわされるものと定義されます。知財経費を 100億

円使っていたら，わが社の知財経営指標は 100億円以

上ありますと経営に示したいという意図です。ただし，

金額で全部とらえられるかというとそうではなく，下

にありますようにプロセス指標みたいな金額でとらえ

られない指標や，知財分野がやっている出願件数であ

るとか登録件数であるとかの基礎データがもとになっ

て積み上げられています。

どのような形でそれを区分けしたかというのが次表

です。知財はどのくらい事業貢献しているか。貢献を

成長と生産性向上とに分けました。

成長は，いわゆる知的財産を活用した売り上げ拡大，

利益貢献がいかにできているかということを聞いてい

ます。下の生産性向上は，知的財産活動の生産性向上

とローコストオペレーションです。下が知財分で使う

人件費や経費です。上の方が，今の持っている特許権

あるいは出願したもの等々でどれだけ利益貢献が可能

かをあらわした表になります。

右の項目に，「＋」，「±」と書いてあるのは，項目

ごとのプラス要素とプラ・マイ要素と，マイナス要素

があることを示しています。

知的財産活動では活動を行う時期と，その成果が出

てくる時期に必ずタイムラグが生じます。知的財産経

営指標の目的によって金額を算出する対象時期という

のを決めなければならないと思います。

それからもう 1つ，売り上げの貢献金額は現事業の

かかわりのもの，現事業を拡大するとか，それを広げ

ていくということは，割引率などの仮定は入るものの，

免除ロイヤリティとか，その他の方式を用いて算出は

可能だと思います。ただし新規事業で，知的財産権は

出願しているものについては，将来の収益を読むこと

はできず数値化は困難だと思います。開発者が将来こ

れだけ収益を出すと読んでも，大体絵にかいた餅にな

る。それを経営指標として経営に報告する客観的なデ

ータになり得ないので，ここから省きました。

最後の結果は，P/Lという形で出てきます。将来の

売上・利益貢献の a，bはいろいろあると思いますが，

今回は免除ロイヤリティ法を活用しました。この評価

結果を知財 P/Lとしています。次表に，P/Lの形を

意識して表現してみました。

この指標算定で重要なことは，経理上使う P/Lと

いう毎年行っているものとは違うと言う事です。この

表は知財 P/Lといっています。タイムラグがあると

いうことが，経理が行う P/L とは違うと思います。

最終的な金額が幾らであったら妥当なのかという質問

が必ず出るので，ここで答えておきます。その年の絶対

値に意味は持ちません。企業活動なので，毎年同じ条件

で同じように計算したときに，来年，再来年とそれが
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右肩上がりで上がっているとすれば，知的財産活動は

経営に貢献しているだろうと予測できる。右肩下がり

で下がっていった場合には，何か知財活動に無理があ

るだろうと推測できます。

最後に，企業や事業の状況によって知的財産活動に

求められる貢献も非常に違うと思います。したがって，

この貢献を適切に説明する指標も企業，業種，業態等

によって変えるべきと思います。今回提案しました指

標も目的に応じて，その企業で使えるものを，必要な

指標のみを取り出し，ウエート付けしてもらっても結

構だし，変更してもらっても結構なのでそういう風に

考えるべきだろうと思います。知的財産及び知財活動

の「見える化」の 1つとして，金額換算に取り組まれ，

知財活動が活性化し，経営への貢献が高まることを期

待します。

余談ですが，今，企業の業績がどうあっても，知財

部の経費は，どんどんと膨れています。これに対して

経営者が「何だね，それは」と言わないはずはない。

上記のような知財活動成果指標を経営に提言すること

により，「知財はこれだけ経営に貢献できています。

だからそのぐらいのお金を使うのはいいでしょう。」

と言えることが必要ではないかと思います。

【丸島】ありがとうございました。ポイントは，新規

事業についてはできない，時間的差がある，事業が成

功していないと知財の評価が下がる。この 3つにある

ように思います。実際，経営戦略上知財を活用しよう

としたら，事業戦略がまず前提にあり，知財はその事

業戦略を達成するための活動です。お金が幾らかかっ

てではなく，幾らかけたっていいのですね。それをか

けても事業戦略上利益が入ってくるようになっていれ

ば，知財活動はいいわけです。むしろその事業戦略を達

成するだけ仕事をするのが私は知財の役割だと思いま

す。ですから経営戦略上から見たとき，そういうことが

なされているかが評価のポイントになると思います。

次は鈴木先生，お願いします。

【鈴木】「定性要因を加味した知

的財産の評価」ということで，

この評価の手法を 2種類ほどご

紹介したいと思います。1つ目

が，アーサー・D・リトルとい

う会社が今，日本でも提供して

いるテクノロジー・ファクター

法という手法です。特定の技術に対応している知的資

産の価値を出すのにどうするかと 1994年くらいにア

メリカのアーサー・ D・リトル社がダウケミカルと

一緒に開発した手法です。

左から右に向かって流れが進んでいきますが，まず

一番左がごく普通の DCF法に基づく事業価値を出す

というプロセスになります。その後の第 2段から第 4

段までが，定性的な評価に基づく，その定性評価を定

量化していきまして最終的に知財の価値を出すという

プロセスになります。2番目の KBF/SMT分析という

のが，顧客が一体何に対してお金を払ったかというこ

とを分析する段階です。その次の 3 番目の段階の

SMT分析というのが，顧客がお金を払おうと思った，

つまり顧客価値に対して具体的に社内のどの技術が対

応しているのかという転換をすると，顧客価値の技術

要素への対応と，それに変換をするわけです。それぞ

れの技術要素ごとの価値というのが全体に対して何％

と出てきますが，さらに水色の「パネル」と書いてあ

るところの中で，具体的に自社が持っているパネル技

術に対する知的資産が更に何％ぐらい貢献しているの

か，そこのところが最も定性的な分析でして，

Techfactor法と呼ばれているのですが，真ん中あたり

の点線の横長の四角囲いに書かれているところにある

ように，最後のパネル技術に対する知的資産 IAの貢

献度は，活用準備性という観点と，競合優位性という

観点でそれぞれ定性評価をして，最終的にパーセンテ

ージにする。下の黄緑色のところに出ているように，

75％がマックスというパーセンテージになります。

従来の経営企画部門が行っている DCF分析をベー

スにして，それ以降が特定の知的資産の貢献度をあら

わす定性分析と定量化ですので，非常にわかりやすい

価値評価モデルだと思います。一番左の DCF分析は，

主として定量評価で特定の事業価値を出す。それ以降
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が，その中で使われている知的資産の貢献度に基づい

た定性分析を定量化するプロセスになります。これが

既に日本においても提供されている知財価値サービス

の 1つの流れです。

次のスライドが PatVMと言いまして，早稲田大学

の広瀬義州先生を中心とするグループに私も参加しま

して，作り上げた特許権の価値評価モデルです。目指

したところは，特許権の価値評価をなるべく一般化で

きるモデルをつくるということでした。当初のコンセ

プト開発では，シンクタンク，経営コンサルタントの

方，格付機関，弁護士，弁理士の方に議論していただ

きました。さらに具体的なモデルの開発に当たっては，

会計の学者，会計士，金融系の学者の方々と一緒につ

くりました。

この評価の目的は，ビジネス目的とオンバランス目

的があるということです。ビジネスとして，交渉の場

であるとか，具体的な契約の条件等を決めるという観

点以外に，知財をオンバランス化するという動きがあ

るときにも使えるよう，なるべく汎用化したモデルを

つくろうと考えました。

では具体的にどんな特許を評価するかについては，

やはりキャッシュを生んでいて具体的に金額がはっき

りしているもの，とりわけ財務諸表から得られるもの

は客観的に誰が評価しても同じ数値を出すという流れ

に乗るかもしれないですが，そうではないものはやは

り絵にかいた餅になってしまい客観性が失われるとい

うことで，実際に事業においてキャッシュフローを生

んでいる特許に限るモデルをつくりました。アプロー

チとしては，予測キャッシュフローを求めて，さらに

確実性等価を求めるという DCFの一種ですが，それ

を用いる枠組みにしています。

この PatVMの基本コンセプトについてですが，特

許権の価値評価の値に影響を与え得る要素というのは

3つある。それをドライバーといっていますが，キャ

ッシュジェネレーションドライバー，その特許が将来

にわたってどれぐらいお金を生み出す力を持っている

かという観点，これは自社実施にかかわるところです。

右側のロイヤリティドライバーは，他社にライセンス

アウトをしていて，そこから入ってくるお金の観点で

す。下側のプロテクションドライバーは，キャッシュ

ジェネレーションドライバーにもロイヤリティドライ

バーにも影響を与える特許自体の法的，技術的な特質，

強弱という点を考えたドライバーで，この 3つが価値

評価に影響を与えるだろうという基本的なコンセプト

のもとにつくりました。

最初のキャッシュジェネレーションドライバー，将

来どういう風なお金を生み出してくるかについては，

なるべく客観性を保つために基本となる将来利益は，

直近の，前期の税引き後営業利益で出発して，これに

一定の調整係数を掛けて，将来のキャッシュを予測し

ようとしています。

その予測のところ，倍率は，次のスライドの真ん中に

あります，営業利益調整係数 CGDでして，これが昨年

度の利益から出発して 0.7倍から 1.3倍の範囲の何倍

かになるという係数になっています。それをどう決め

るのかというところで定性評価が出てくるわけです。

事業として，将来お金を生み出すことに影響を与え

る要因として，この 6つの観点で定性評価をしていま

す。生産効率，意匠・商標力，市場規模力，操業度の正

常性，販売力，ブランド力です。これが，昨年度の利益を

ベースにして，将来これが大きくなるのか小さくなる

のかという判断に影響を与える要素です。具体的にそ

れぞれの項目がどんな観点によって判断されるかは，

詳細に文章化して 5段階でランク付けしています。

知財経営戦略と知財価値評価

パテント 2007 － 72 － Vol. 60 No. 10



それぞれの観点が基本的に線形であるという前提を

置きまして，1点から 5点のものを合計していきます。

点数としては，6点以上 30点以下になります。これ

を 0.7倍から 1.3倍の倍率にします。なぜ 0.3が振り

幅になっているかというと，財務諸表に開示されるデ

ータの 3割以上予測が変わってくると，改めて開示し

なければならないというルールがあるので，財務諸表

から得ているデータは 3割以上誤差がないはずという

ことから，振り幅として 0.3を考えています。

次のプロテクションドライバーですが，特許権自身

の法的強度もしくは技術的な性質から持ってくるもの

で，100点満点で何点とるかということです。

この使い方ですが，f掛ける 100分の PDSとなって

います。例えば 50点しか点がとれないときに，これ

が 100分の 50，2分の 1になりますが，何が 2分の 1

になるかというと，特許権があと何年存続するかに対

して 2分の 1の年数しかキャッシュが生まれないだろ

うということで働かせていきます。先ほどのテクノロ

ジー・ファクター法との違いは，テクノロジー・ファ

クター法はまず事業価値を出して，それに対して何％

かということになりますので，毎年のキャッシュが減

額されたのと同じような仮定が置かれているわけです

が，私どもの PatVMの手法は，特許に絡むリスクと

いうのは毎年少しずつ減っていくという形で効く要素

もありますが，ある年にいきなり特許がなくなってし

まってキャッシュが生まれてこないという形で効いて

くるというのもあり，むしろ確実性等価を考えるとき

は，満遍なく毎年 8割に減るとか 4割に減るとかでは

なくて，ある年にいきなりなくなってしまうモデルの

方がむしろ適切であるということから，特許の定性評

価がキャッシュの継続に効いてくるモデルをつくって

います。

具体的に特許権の評価をするのがこの 7項目で，①，

②，③にグループ分けしています。

上から順に重要な要素で，等差数列的に下から 1：

2：3の比重で効いてくるという仮定を置いています。

今申し上げたのは法律的な強度ですが，次が技術的

な性質という観点で，これは 2つのグループに分けて，

上から 2：1という比重で効いてきます。それぞれが

50点満点で合計 100点満点ということで，特許自体

の定性評価を行うことにしています。

今のキャッシュジェネレーションドライバーとプロ

テクションドライバーによって，ある企業が将来得る

であろうキャッシュを予測し，実際の特許の継続年数

よりも短い年数にわたったキャッシュが生まれるとい

うことで DCF計算をすることにより，特許権の独占

的な事業価値の方が得られる。同じようにライセンス

アウトした方についても同様の計算をする。

これらを合計することによって，特許権が将来生み

出すことを予測する事について，誰が計算しても同じ

になる。少なくともキャッシュの予測のところはそう

ですし，定性評価のところもどんな評価を行ったのか

という記録が確実に残る，検証可能だというプロセス

を経て価値評価ができるということでスコアリングの

モデルを提案しているところです。これによってさま

ざまな局面における特許権の価値評価に対して客観性

が高くて検証が可能なモデルが提案できたのではない

かと思います。
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【丸島】ありがとうございました。では続きまして藤

原先生，公認会計士の立場から金銭評価に対する，特に

知財経営戦略という立場からの金銭評価と，それにつ

いての考えとまとめをしていただきたいと思います。

【藤原】我々公認会計士は金額

的な評価ということにどうして

も目が行ってしまうのですが，

すべて金額的算定方法で解決で

きると考えるべきでないと考え

ています。すべてを金額に置き

かえるということは非常に難し

いという気がしています。今回のシンポジウムは金銭

的な評価から議論を開始しているのですが，公認会計

士自身が自戒しなくてはならないのは，評価といった

ときにすぐ金銭的な評価を思い浮かべてしまいますの

で，そこから頭を少し柔軟にしておく必要があるので

はないかと思います。丸島先生からお話があったよう

な事業を強くするという視点から考えるときには金額

的な評価ばかりではなくて定性的評価，たとえば当社

と他社とを比べて相対的にどちらが強いのかというよ

うな視点での評価ということも含めて我々は考えてい

かなくてはならないと思います。

この定性的な評価も含めた金額評価という観点で鈴

木先生の方からお話がありましたが，定性的な評価が

金銭的な評価にインパクトを与えてくるという形にな

ると思っています。北尾先生からは社内の知財部を中

心とした業績管理の手法をご紹介いただきました。私

は少し異なる点から，金銭的評価を考えたいと思って

います。

よく挙げられるコストアプローチ，インカムアプロ

ーチ，マーケットアプローチといった言葉は，今日お

集まりいただいた方はどこかで必ず 1回は聞いている

と思います。そして，評価の目的に対してどのアプロ

ーチがいいのかという議論の立て方をするのが多いと

思うのですが，もうちょっと違う視点といいますか，

会計あるいは会計データに対して経営のニーズがどこ

にあるのか，そのニーズに対してどのような情報を会

計が提供することができるのかという視点から考えて

みたいと思います。

結局，経営的な視点ですと，我々が勉強した管理会

計的な視点から考えていったらどうかと思います。管

理会計にはいろいろと分類の仕方がありますが，意思

決定会計と言われている経営者の意思決定に対して有

用な情報を提供する会計と，北尾先生がご紹介いただ

いた業績管理のための情報を提供する会計とに大きく

分けることができます。また，先ほど由良前室長から

ご紹介があった，知財の創造，保護，活用というサイ

クルで，それぞれの局面の中でどのような会計データ

を提供していくのか，そういう視点で物事を考えてい

くと，もう少し幅の広い議論ができるのではないかと

思っています。

再度，留意しておきたいのですが，資産的に知財を

利用するときには当然金銭的な評価が最終的に必要に

なってきますし，そればかりでなく社内的な意思決定

をする場合にも，金銭的に評価しなくてはならない場

面が多々あると思います。このように金銭的な評価は

非常に重要ではありますが，先に指摘したように，そ

ればかりではないということを我々は肝に銘じておく

必要があると思います。

そこで，金銭的評価ですが，創造，保護，活用のサ

イクルから見た場合，例えば活用の場面ですと，ライ

センスをしようとする場合，ライセンスによって投資

を回収しようという視点があると思います。そうであ

れば，過去の投資額を集計する，これは原価計算的に

なってきますが，そういう情報も有用でしょうし，そ

れがまたライセンスの設定に有用な情報を提供するで

しょう。信託になれば，そこから生み出されるキャッ

シュフローの予測が重要になってくると思います。こ

のような形で経営意思決定や業績管理にどのような情

報を提供できるのかという整理をしていけばと考えて

います。

この評価の結果が，何らかの価値をあらわしている

かもしれないのですが，それが知財そのものの価値を

あらわしているわけではないと思います。前半の日本

公認会計士協会の発表でありましたが，例えば「独占

の利益」という考え方があるのですが，権利の本質が

独占による排他力ということにあると考えると，評価

に対するアプローチの仕方として参考になると思うの

です。結果算出された評価額は，企業の販売力や生産

力などといった総合力によってもたらされた価値を示

しています。

そこで評価に際して留意すべき点として，たとえば

特許権の売買の場合であれば，その独占力が欲しいの

で，独占による利益の評価が必要なのかもしれません

し，信託などの場合では，知財の利用によって，どの

ようなキャッシュを生み出すのかという評価が必要な

場合もあるでしょう。このようにどのような情報が必

要なのかに応じて，会計の方からこういう情報を提供
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できますよという整理をした方がいいのではないかと

いうことが 1点と，2点目としては，そのためには定

性的な評価を，我々はどうしても前提として理解して

おかなくてはならないと思います。たとえば，法的に

守られていない，あるいは周辺特許によって虫食い状

態になっている状態になって特許として機能しないと

いったときに，それに対する金銭的な評価にインパク

トが非常に大きいと思います。したがって，定性的な

ものを十分に議論した上で，金銭的な評価をする必要

があると考えられます。

【丸島】ありがとうございました。金銭評価というの

は本当に難しい。目的に応じて，恐らく自分の都合の

いいようにパラメーターを変えている場合が非常に多

いのではないかと思います。私自身は 40数年企業で

知財の仕事をしていましたが，金銭評価はほとんどし

なかった。しないでも済んだ。なぜか。事業の成功だ

け考えていればよかったからです。知財の価値はどこ

から見るかというと，これは事業部門が立てる事業計

画から生まれる利益です。これがはっきりしているわ

けですから，そこに幾ら力をかけて事業計画を達成さ

せるか，そんな感じで仕事をしていても事業との関係

では済んでしまうと思います。では，どこに重点を置

くべきか，というと，事業戦略を知財の面から実行せ

しめることです。事業競争力を強める知財力の形成と

排他力をなくしてはいけないことです。

自分の権利の排他力だけでは事業にならないのが現

状です。例えば，自分の基本特許と思っているところ

に相手がどんどん改良特許を取って入ってくる，その

改良特許は基本特許権者も使えないのです。そういう

状態では知財力を減じているというわけです。また事

業計画を実行する上で障害となる第三者の知的財産権

が存在する場合も多々あります。そうすると知財の役

割あるいは研究開発部の役割は，自身の知財力の強化

と相手の排他権を排除することです。排除するために

自分が何をしたらいいか。これを排除できる知財力を

別に持つということです。排除するために自分が何を

したらいいか。これを排除できる知財力を別に持つと

いうことです。これが相対的知財力だと思います。そ

うすると相対的知財力をつけることが事業戦略上の活

動としては一番大事になります。従って知財経営戦略

の知財力評価は相対的知財力評価が最も重要になりま

す。

では相対的知財力はどうやって評価するのでしょう

か。鶴本先生にご説明いただきたいと思います。

【鶴本】弁理士の鶴本です。知

財力とは，言いかえると知財に

基づく事業競争力，またもう一

度言いかえると知財の持つ排他

力とも言えると思うのですが，

ここでは排他力（知財力）の評価，

相対的な排他力（相対的な知財

力）の評価について説明したいと思います。鉛筆の発

明という具体例を用いて説明したいと思います。

世の中に鉛筆がなかった時代にそれを発明した人が

いた。そういう特許権があったと仮定します。その場

合，知財力は事業範囲をどれだけカバーするか，排他

力はどの程度まであるかということを見ていく必要が

あります。

他人を排他するということは，言いかえると他人に

対する参入障壁です。例えば，A社が特許を持ってい

るとして，その特許権者以外の B社が鉛筆の事業を

したい，製造販売したいと思ってもそれはできません。

A社特許に排他力があるからです。

この排他力，知財力を評価する，どれぐらい知財力

があるのか，排他力があるのかの評価はどのように行

うかと言うと，まず事業の範囲をどれだけカバーして

いるかを見ていきます。これは権利範囲の広さとも言

えると思います。先ほどの鉛筆は絵でかいていますが，

芯があり，それを覆う本体があるというだけなので，

非常に大きな権利になってくると思います。鉛筆をつ

くろうと思うとそれを回避できないということになり

ます。また，権利は無効になったりすることもあるの

ですが，そういうことを知財力，排他力を評価する際

には見ていったりするという事です。技術的な優位性

や侵害発見容易性なども評価していきます。

これらは定性評価といいまして，金銭的にどうかと

いうことは評価しない場合が多いと思います。権利範

囲がどの程度まであるか，金銭的にあらわせというと，

第一義的にそれは難しいです。このぐらいの範囲があ
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りますとは言えると思いますが。

先ほどは鉛筆の基本的な発明ということでしたが，

丸かったので机に置いていたら転がる，これは困った

ということで，転がらないようにできないかというこ

とを考えた人がいるとします。断面を六角形にすると

転がりにくくなるという工夫です。このような工夫を

した場合に，改良的な特許ということで，後で権利が

認められる場合があります。

スライドには，改良特許の権利者として C社と書

いてありますが，こうした権利が成立したときに，ま

た同じようにそれが事業のどの範囲をカバーするのか

ということを見ていきます。

そうなりますと，先ほど A社の特許がありまして，

それとの関係で事業の範囲をどれだけカバーするのか

ということを概念的にあらわすと，A社の基本特許の

中に C社の改良特許が含まれるという次の図のよう

な関係になります。

ここで注意してほしいのは，A社と C社の関係を

見ていただきたいのですが，C社の権利は A社の権

利の中に入ります。転がりにくい鉛筆だからといって，

それが鉛筆には変わりがないので，A社の権利範囲に

入ってきます。これを利用関係といいますが，そのよ

うな関係にある場合，参入障壁はお互いにあります。

A社特許にもあるし，C社特許にもある。これはどう

いう風なことが起こるかというと，A社特許に入るこ

とができるのは A社しかないということです。です

から，C社はそこに入れない，たとえ改良特許があっ

たとしても C社は鉛筆をつくれないということにな

ります。

これは後から改良特許，利用関係にある特許を取っ

たということで，後なのでということで理解しやすい

かもしれないですが，ここで注意しなければならない

ことがあります。C社の特許，転がりにくい特許はい

いなと A社が思ったとします。その転がりにくい特

許を A社が製造販売できるかということが問題にな

りますが，A社としてもできないという制度になって

います。A社は先にそういう大きな権利を取ったにも

かかわらず，C社の特許に邪魔されるのです。後の特

許に邪魔されるという関係が生じてくるというのが，

知財，特に特許権の難しい点であります。この点を注

意しなければならないということが言えます。

こういうように，お互いに排他し合うということで

す。転がる鉛筆ならば A社は問題ないのですが，転

がらない鉛筆を考えたときに，A社と C社の両方と

も実施できなくなり，排他し合う関係にあります。先

の権利者が後の権利者によって排他の影響を受けると

いう点が非常に難しい点であり，これを抜かしてしま

う場合があります。

もう 1つつけ加えると，先ほど独占，独占権という

言葉が出てきましたが，この独占という言葉に気をつ

けなければならない。排他的な効力があるがゆえの反

射的な効果として独占が生じていると理解していただ

いた方がいいと思います。独占であれば，A社の特許

があれば別に C社の特許があっても，A社は C社の

特許の範囲を使用できる，なぜなら独占権だからとい

うことが言えると思うのですが，実は違います。C社

の特許の範囲には，それは A社であっても実施でき

ないということが制度的に起こります。ですから，独

占というのは，排他的なものが周りにない場合に，反

射的に独占の状態になっているということが言えるだ

けであって，その点を注意していただきたいです。

先ほどは鉛筆の話をしましたが，次に画期的な発明

としてシャープペンを誰かが発明したとします。これ

も同じように事業範囲をどの程度カバーするかという

こと等で知財力，排他力を評価していきます。

先ほどは鉛筆というものしか市場になかったので，

筆記具事業というか，その業界においては鉛筆という

基本特許は，排他力の範囲としては大きかったという

ことが言えると思います。
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一方，シャープペンが改良的に発明された時代を考

えたときに，その筆記具事業の業界においては，鉛筆

の基本特許の排他する力が弱まっているということに

なります。これは先ほどの回避困難性とか侵害発見の

容易性，権利の有効性とかいろいろありましたが，い

わゆる代替技術が後で出てくることにより，その回避

困難性，筆記具として鉛筆を絶対実施しなければなら

ないかというとそうではなく，代替的なシャープペン

があるということで，鉛筆の特許の排他力が弱まって

いくと言えると思います。

今，知財力ということで，排他力を権利範囲の広さ

や有効性の話を含めて話してきましたが，知財力とい

ったときには，自分の知財力しか見ておりませんでし

た。しかし，相手を見ないと事業に勝てるかどうかわ

からない。そういうことを見ていく必要があると思い

ます。

それで相対的知財力ということを評価することが必

要なのですが，これは何かというと，自分が持ってい

る特許が相手に与える排他力を見ていくことになりま

す。ポイントは 2点あります。まず，自分が相手の事

業に与える影響度を考慮する点です。もう 1点が，自

分から相手という影響だけではなくて，相手から自分

が受ける影響，一方向だけではなくて双方向の影響度

を考慮しなければならないという点です。

相対的知財力を表すと例えば，次の式になります。

差が出て影響度が自分の方が大きいということにな

れば，自分の方が相対的な排他力，相対的な知財力が

あると言えるし，相手の方が大きければ相手が相対的

な知財力があるということです。

前述の式において，知財力とは，先ほど言った，カ

バーしている事業範囲等の観点を見て評価しましょう

ということが言えます。また，影響度とは，相手が欲

しがるような特許，相手が実施したいような分野の特

許を自分が持っているかということです。相手が欲し

がるということは，相手の事業規模が大きいとか将来

性があるということで相手が非常に重視しており，相

手に与える影響度があるということが言えます。

これはどういうことかといいますと，先ほど基本特

許という話がありましたが，それを前提とします。鉛

筆の事業ポートフォリオが 5％しかない他の会社に対

する影響度というとあまり大きくない。知財力，排他

できる範囲が大きくあっても，相手があまり重要視し

ていない，一応売っているけれどもいつでもやめられ

るという状態ならば，その排他力は，その特定の会社

に対しては大きいとは言えないと思います。逆に鉛筆

で 90％ぐらいの割合の事業を行っているという会社

ならば，止められたら大変なことになります。鉛筆の

特許の知財力，排他力が非常に大きな影響を及ぼすこ

とになってきます。

このように相対的知財力を評価する際，影響度とい

うことは会社によって違うし，どの時点の話かによっ

ても違ってきます。相対的知財力の評価でも，評価で

よく言われているように評価時点，条件設定が非常に

重要になってきます。

先ほどのスライドでは，自分が相手に与える影響度

として一方向だけの話しか説明しませんでしたが，相

手から自分に対する影響度ということも当然考慮する

必要があります。それによって自分が実施したい事業

が，相手の排他力に影響されているという状況を多く
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持っているということならば，事業競争力がない，相

対的知財力がない，相手にとめられたら終わってしま

うということになります。逆に自分が実施したい事業

には相手の排他力がほとんど及んでいない。相手が実

施したい事業に関しては，自分の排他力，特許が及ん

でいるという状況であるならば，相対的知財力がある，

相手に対する発言力が増えてくると思います。

例えば，クロスライセンスをするとき，この差が自

分の方に大きければ，無償になるか，相手からもらえ

るという話になってくると思います。

以上が知財力，相対的知財力という話です。金銭的

に必ずしもこうであるという評価はやっていない，や

らなくても済むということが言える場合があります。

定性評価で済むということが言えます。

ではこういう評価は何の意味があるかというと，知

財の排他力を自分がどれだけ持っているのか，相手と

の影響はどうなのか，自分に対する相手からの影響は

どうなのかということをいろいろ見て，周辺も見てい

った上で事業競争力がどれだけあるか，確保できるか

ということを把握できて，事業競争力を確立していく

のに役立つのではないかと思います。そのため，知財

経営戦略を実効する際にも，知財力，相対的知財力の

評価は役立つのではと思います。

【丸島】詳細な説明をありがとうございます。こうい

う状態が実際の事業の場面で起こるのです。人からの

排斥力をいかに排除するか。これは大企業同士でした

ら，自分の持っている知的財産を活用して，クロスラ

イセンスで自分の弱みを解消するという方法もとれま

す。ナアナアのクロスは競争力をなくしますから戦略

的なクロス，その戦略的という意味は，事業の競争力

に一番核心となる知的財産，これはライセンスしては

いけない。中小・ベンチャーに例えますと，中小の人

は競争力の中心となる特許はライセンスしないで，ど

うやって知財力を高めるかの話になります。資金力も

ありません，組織力もありません，どうやって高める

か。この 1つの方法としてアライアンスがあるのです，

人の力をかりる。

例えば信託で資金を調達する。普通の信託ですとラ

イセンスしてしまうことになります。今度新しい信託

で自己信託というのができたようですが，これだと自

分が委託者，受託者ということで独占権を保ったまま

資金調達ができる。これは便利な方法だと思います。

ただ一般的には開発力・知財力を高めようというとき

に，相手の力をかりる。このいい方法が，経産省が努

力されて LLPという仕組みができた。これを活用し

て知財力を高める，要するに大企業の力をかりながら

自分の力をつけていくという方法があるのではない

か。ここを由良様にご説明いただこうと思います。

【由良】今，アライアンスということで，1つの形で

LLPというご提示がありました。アライアンスを組

む形は，もちろん共同でジョイントベンチャーを組む，

すなわち 1つの会社に出資をすることによりそれぞれ

持ち分を持って力を合わせていくというスタイルがあ

ります。ある企業からライセンスを受ける形で，法人

格は一体にならないが，ライセンスを受けることで技

術の提供を受けるスタイルもあります。しかし，いず

れも多少使いにくい部分があり，それで考えられたの

が LLPです。

それぞれの制度のポイントを紹介しますと，LLP

は有限責任事業組合というのが正式な名前ですが，出

資をする人が 2人以上の主体があります。2人という

のは個人であっても，法人格，企業であってもいいわ

けですが，2人以上の出資者がおり，それぞれ有限責

任で組合に対して出資をするということです。株式会

社と違うのは，その出資の中身がお金でなくてもいい

ことです。株式会社の場合に物の出資がありますが，

役務の出資ということもこの LLPの場合には認めら

れています。出資の形態が違うというのが 1つと，そ

れに伴って配当，リターンの配り方についても違いが

出ており，お金に換算した場合には，その金額に応じ

た配当ということが株式会社の場合には基本になって

いますが，LLPの場合にはそれぞれ労務を出資した

りすると，特に金銭価値評価が難しい部分もあるので，

労務そのものの金銭価値ではなくて，あらかじめ別途

決めたルールに従って，例えば労務を出資した人につ

いては，得られた成果，利益の 7割を配当する，お金

だけ出した人には 3割配当するというようなルールを

個別に決めることができます。それが LLPのもう 1
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つの特徴で，株式会社にはない自由な手の組み方が出

てきます。

先ほどのライセンスとの比較でいいますと，過去に

つくった特許権あるいは知財権のライセンスだけでは

なくて，新しく開発する能力そのものを LLPに持ち

込むことができるという意味でも，新しい仕組みです。

既に平成 17年，2年前から法律が施行されておりま

して，現在までのところ，大体 1,000件ぐらいトータ

ルでは LLP というものがつくられています。ただ，

これまでのところで言うと，会計士と弁護士あるいは

弁理士，こういった方が相互に手を組まれるスタイル

としてもこの LLPというのは使われているので，持

ち込む能力という意味ではそれぞれの専門能力を持ち

込んで，今丸島コーディネーターからご提示のあった

のは，技術開発能力，製品開発能力を持ち込む個人ま

たはベンチャー企業と，それから例えばお金であると

か設備とかそういうものを提供する大企業，こんなス

タイルの LLPがアライアンスの形としていいのでは

ないかという趣旨です。

そういった形も，既に中小企業と中小企業が共同で

組むというスタイルとしては中に出てきております。

例えば東京だけではなく，愛媛，大阪といった地方で

も少しずつ中小企業同士の連携が LLPを通して開始

されています。より中小企業にとって魅力的な形とし

て，大企業に設備を出してもらい中小企業が知財を持

ち込む，そういったアライアンスも今後増えて，出て

来たらいいなと考えていまして，そういう中で中小企

業，ベンチャーが持ち込んだ能力をどう評価していく

かという実務も出てくるのではないかと考えていま

す。

【丸島】ありがとうございました。LLPで現実にそう

いうアライアンスを組もうとしたときに，事業をそこ

で行うのは法人格がないことでいろいろ不便な点もあ

ると聞いていますが，研究開発だけをやって，しかも

それを前提として次に事業，例えば法人格のある合併

会社でやるとか，そういう関連付けて事業戦略をとる

ということもあり得ると思います。この点について藤

原先生，長谷川先生，鶴本先生も参加していただき，

それぞれの士業がどういう役割分担をしたら中小・ベ

ンチャーの方にお役に立てるのかというところも含め

てお話しいただけますか。

【藤原】発明者が中小企業やベンチャー企業の場合で，

大手企業と一緒に開発をしようといった場合を想定し

てみましょう。この場合，発明者としては，①ヒト・

モノ・カネといった経営資源を相手から十分に受ける

ことができたり，②将来の事業化を含めた形で成果配

分を考慮することができたり，あるいは③事業化した

後の大手企業の販路を使えるということで，いろいろ

なメリットを受けることができます。一方，大手企業

としては，①自分の欲しい技術を得られるというメリ

ットのほか，当然ですけれども，②将来，利益が獲得

できるというメリットも出てきます。

LLPに関して，よく指摘されているメリットとし

ては，①利益分配が出資の割合でなくてよいですとか，

②組織形態として比較的簡易な組織形態を採用できた

り，③パススルー課税と言われていますが，法人格が

ないので，LLPに対しては直接課税がなされないと

いうことがあげられます。

その他，課題として会計処理の方法ですとか，ある

いは税務処理の話が当然重要になってきますが，これ

らの前段として共同研究をするか否かの経営意思決定

をする場合，研究開発投資に対して幾らまでかけるこ

とができるのかという課題，あるいは LLPとしての

損益計画や資金繰り計画ということが重要になってく

ると思います。

これらの作業は，研究開発を計画するに際しての取

りまとめであり，これを計数的な形であらわす仕事に

なります。

このような作業の前段として，例えば法的にどうい

うスキームを採用するのか（LLPがいいのか，ほか

のスキームがいいのか）という判断も出てくるでしょ

うし，あるいは持っている技術に対する，それぞれの

立場からの評価も当然出てくると思います。長谷川先

生，鶴本先生にコメントをいただきたいと思います。

【長谷川】3 士業共同のシンポ

ジウムということで，3士業が

どういう役割を担っていくかと

いう話をしていきますが，弁護

士としては当然法的なところを

見ていくことになります。

まず，スキームの選択として，

そのアライアンスを達成するのに本当に LLPがいい

のか，LLCがいいのか，それとも株式会社をつくっ

て株主関係を結ぶのがいいのか，あるいはライセンス

の方がいいのではないか，いっそM＆ Aで食われて

しまった方がいいではないかといろいろありますが，

そういったところを検討する。それから実際に契約の

中身，LLPは非常に自由な設計ができる制度なので，
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一体どういう内容の LLPを組んだら最も効率のいい，

自分にとって有利な知財力の確保できる LLPの契約

を組めるか，ということを考えていくわけです。

今契約の話になっているので，少し一般化して，企

業の知的財産の価値，それから知財力というものと，

契約法務の影響というところについて触れさせていた

だきたいと思います。知財力の問題として，その特許

なりの持っている固有の力，ポートフォリオの技術的

な力といった話がありましたが，それと同様に，それ

を取り巻く契約関係を他社とどういう風につくってい

くかというのは，先ほどから話が出ている排他力とい

う意味での知財力を確保するのに非常に重要な話で

す。

例えばライセンスの話をとってみますと，先の C

社が六角の鉛筆の発明を持っていて，これの特許を取

りました，鉛筆をつくろうと思いますという話ですが，

その時に基本特許を持っている他社とどういう内容の

ライセンス契約を結ぶかということで，その六角鉛筆

を持っている C社の知的財産の価値，知財力という

のは変わってきます。ライセンス料を幾ら払うかとい

うところで，事業をやっていく上でのコストが変わっ

てくるわけです。例えばクロスにするのであれば，相

手から基本特許をもらったはいいけれども，こっちか

らは何を出さなければいけないのか，その肝心な六角

鉛筆の特許を出さなければいけないかもしれないと

か，いろいろな条件をつけられたりすると，自社の特

許の排他力の範囲が変わり，自社の知財力の範囲がが

らりと変わってしまうということがあります。

LLPの場合には技術を出資したり，研究開発力を

出資したりして，それに対してリターンを得るという

契約をつくるわけですが，やはり契約の内容の組み立

てによって企業の持っている知財力というのはがらり

と変わってしまう。私がいろいろなコンサルタントに

聞いたりする限りでは，今，日本の中小企業が，知財

力が低くなっている最も大きな原因はこの契約の組み

立てや条件だと指摘する人が多い。開発力，アイデア

は大企業に全く負けないものを持っているのですが，

大企業と対等に生かすための法的な知識，交渉力，ノ

ウハウがないところが企業の知財力，特に中小企業の

知財力にとって非常に重要なところであると指摘され

ています。我々弁護士は，LLPにしてもライセンス

にしても，そういった法的プロテクトの部分での企業

の知財力を確保するためのサービスを提供していくと

いうことになるのではないかと思います。

【丸島】ありがとうございました。中小企業を支援し

よう，その戦略を評価しようという視点で考えたとき

にいろいろな場面があると思いますが，企業で育った

人間から見ると，評価は外から簡単にできるものでは

なく，その人（企業）のことを本当にわからないと真

の評価はできない，特に経営の戦略とか知財力は外か

ら見てわかるものではない。例えば契約が沢山あって，

外から見てたら契約での知財力は評価できず，中へ入

り込まないとわからない。本当は中に入って事情をよ

く知った上で経営を評価したり，知財力を評価するこ

とが必要ではないかと思います。そういう意味でも，

企業を知った上で 3士業が協力した方がユーザーのた

め，特に中小企業にとっては好ましいのではないかと

思います。大企業の場合でも，第三者評価は必要な場

合も出ると思いますので，自分で評価する能力があっ

たとしても外部評価が必要だという場面も出てくると

思います。

これからますます 3士業は協力し，それぞれの持ち

分を生かしてユーザーフレンドリーな評価ができるこ

とが望ましいと思います。この 3士業共同評価は既に

実績があるようでして，日本公認会計士協会の佐伯常

務理事が関西で音頭を取られて，3士業が共同してベ

ンチャーを評価した，救助したという事例があるよう

です。こういうことを進めていくのが中小企業にとっ

ては一番好ましいと思います。

時間の関係でデスカッションに踏み込めなかったこ

とをお詫びいたします。

ご清聴ありがとうございました。

【徳田】これをもちまして本日のシンポジウムをすべ

て終了いたします。ありがとうございました。

―了―
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